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伸縮装置及び床板防水の一体化工法 
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けい酸塩系表面含浸工法「エバープロテクト」と表面吸水試験機「ＰＯＲＯＳｉＴ」 

 

株式会社 エバープロテクト ○髙島 達行 

 

   

『エバープロテクト』 

   NETIS登録番号 ＫＴ-０８０００５-ＶＲ 

   技術名称    珪酸塩系含浸コンクリート保護材 

 

 

   

 

 

キーワード：補修（材料），鋼材腐食，中性化，塩害，凍害，ひび割れ，非破壊試験法  

連絡先：東京都千代田区神田須田町2-6-2 TEL：03-6231-1151 FAX：03-6231-1153 

（要旨） 

〇けい酸塩系表面含浸工法「エバープロテクト」 

コンクリート構造物の長寿命化・耐久性を向上させる補修工法です。コンクリート表層部の細孔

空隙に含浸してセメント水和物に近い組織の C-S-H ゲルの生成により、有害空隙を無害空隙に緻

密化し、表層を改質します。 

・劣化因子〈水分・塩化物イオン・炭酸ガスなど〉の侵入・拡散を抑制する。 

・鋼材腐食抑止効果を発揮する。  

・微細ひび割れを反応ゲルで充填する。 

〇表面吸水試験機「ＰＯＲＯＳｉＴ」 

コンクリートの表層品質を評価する手法の一つである吸水量を完全非破壊かつ非常に簡単に測定

できます。また、表面含浸工（けい酸塩系・シラン系）の性能効果を容易に確認できます。 
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光学的全視野ひずみ計測によるスリット応力解放法 

 

株式会社計測リサーチコンサルタント 大町 正和 

 

 

 

  

 

  

 

 

キーワード：検査技術・診断、プレストレストコンクリート、現有作用応力  

連絡先：広島県広島市東区福田 1 丁目 665-1 TEL：082-899-5472 FAX：082-899-2799 

（要旨）光学的全視野ひずみ計測によるスリット応力解放法は応力が作用しているコンクリート

に作用応力方向に対して直角にスリットを切削し、切削前後の画像をラインセンサスキャナで取

得することで、取得画像からデジタル画像相関法により解放ひずみ分布を求める手法である。画

像から得られた解放ひずみ分布と FEM 解析で得られるひずみ分布とをフィッティングすること

でコンクリートの現有応力を推定することができる。 

 ひずみゲージを用いた従来手法に対して、ひずみの多点計測が可能、スリット近傍の微小領域

まで高精度なひずみ分布計測ができるなどの特徴がある。  
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コンクリート構造物内の鋼材の防食状況をモニタリング「イージーM モニター」 

 

東京 株式会社ニューテック康和 山田 俊一 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：電気防食工法，維持管理，計測，モニタリング，モバイル 

連絡先：〒114-0013東京都北区東田端2-1-3天宮ビル5F TEL：03-5692-4825 FAX：03-3893-0929  

（要旨） 

コンクリート構造物の長寿命化に向けて、電気防食工法が本格的に採用されています。電気防食

工法の施工後は、電源装置の作動確認や防食管理基準である復極量の測定などの維持管理が必須と

なることから合理的な維持管理システムの開発が望まれていました。 

モバイルモニター「イージーM モニター」は、計測と通信を自動化した直流電源装置と組み合わ

せることで、いつでもどこでも手軽に維持管理ができるようにした電気防食用モバイル型遠隔監視

システムです。本システムの活用により、電気防食工法の信頼性向上とコンクリート構造物の長寿

命化が可能になります。 
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                                                             JCD 第 2 回保有技術発表会 

 

コンクリートの長寿命化を実現する「プロコンシート」 

 

法人 アイエスティ（株）  近森 精志 

 

  

  

  

キーワード：型枠貼付け透水シート，中性化抑止 

連絡先：東京都中央区銀座8-10-3銀座三鈴ビル8F TEL：03-3569-3339 FAX：03-3569-3313 
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タイトル：施工会社とコンクリート診断士 

 

福井 日光産業㈱ 増永 知明 

 

 

  

  

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

キーワード：維持管理，施工 
連絡先：福井県福井市清水杉谷町 TEL：0776-98-5505 FAX：0776-98-4777 

（要旨）施工会社とコンクリート診断士から見た現場施工の現状と疑問 

コンクリート構造物補修工事に携わる施工会社と、劣化診断・維持管理の提案を行うコンクリート診断士の、両視

点から見た現場施工の現状と疑問について。 

① 断面修復工における斫り処理方法について、関連図書・発注図書・現場施工における施工事例による疑問点と

対応について。 

② 塩害対策補修橋梁における、健全度評価についての疑問点 

以上 2 項目について、現場施工と関連図書との考え方の整合性・相違・疑問点について、施工会社・コンクリート

診断士として発表を行う。 
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微破壊調査（小径削孔）を利用したコンクリート構造物調査 

 
京滋診断士会 内外構造株式会社 ○薄井 王尚 

内外構造株式会社  前川 敬彦 
内外構造株式会社  西芝 貴光 

 

１．はじめに 

一般に，コンクリート構造物のひび割れは，コンクリ

ート表面に対して直角方向に生じるが，コンクリート内

部に生じるひび割れは，表面と並行に生じることから外

面から発生状況の確認はできず，変状範囲が非常に大き

く広がるまで把握できない場合が多い（図－１参照）。 
コンクリート表面に並行に生じるひび割れに対して，

これまではコンクリートコアの削孔を行うことで，その

存在を確認してきたが，このような調査は，構造物に与

える影響が大きいこと，大型構造物に対して削孔するに

は削孔設備が非常に大きくなることが課題であった。 
そこで，構造物に対してφ5～16mm程度の小径削孔を

行い，その孔に対して高感度のファイバースコープによ

る直視・側視調査を行うことで，コンクリート内部のひ

び割れ発生状況を確認する調査を実施したので，その調

査方法，調査内容について報告する。 
 

２．これまでに実施してきた小径削孔調査 

小径の孔を削孔して，コンクリート内部のひび割れ状

況を観察する一般的な調査方法は，コンクリートドリル

（φ14～25mm）により削孔を行い，ファイバースコープ

を用いて内部観察を行う方法である。 
しかし，コンクリートドリルによる削孔は，図－２

（上段）に示すようなコンクリートドリルビットを使用

し，ハンマードリルにより打撃力，回転力を与えながら

削孔することから，図－２（下段）に示すように削孔し

た孔側面の凹凸，段差が大きいこと，孔内にひび割れ等

があった場合，衝撃を与えながら削孔を行うことから，

ひび割れに角落ちが生じ，ひび割れ幅が大きくなった

り，目詰まりが生じたりするなど，削孔後の孔内調査時

の障害となる事象が数多く発生する調査方法であった。 
 
キーワード：検査技術・診断，ひび割れ，維持管理，非破壊試験，微破壊試験 
連絡先：大阪府大阪市中央区本町2-5-7メットライフ本町スクエア12F TEL：06-6484-7110 FAX：06-6484-7111 

一般的なひび割れ：表面に直角に生じる 

内部のひび割れ：表面と並行に生じる 

図－１ ひび割れの発生 

コンクリートドリルビット 

図－２ コンクリートドリルによる削孔状況 

削孔状況（孔内） 
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３．新しい小径削孔調査（１） 

新しい小径削孔調査は，電動ドリル，ドリルビットを用

いて孔を穿孔し，ファイバースコープを用いて内部観察を

行う方法である（図－３参照，ロングビットドリルシステ

ム，NETIS：TH-120023-A）。 
この新しい小径削孔調査方法は，コンクリートドリルに

よる削孔調査の課題を解決するために，様々な工夫を施し

ている。 
１）削孔した孔側面の凹凸，段差が小さくなるように，コ

ンクリートドリルビットを使用せず，「小口径のダイヤモ

ンドビット」を使用して削孔を行う（図－４参照，ダイヤ

モンドビット，シャンク，ロッド）。  
２）打撃力，回転力を与えながら削孔すると，孔側面が粗

くなることから，電動ドリルの回転により，コンクリート

を「擦り，揉む」ようにして削孔（穿孔）を行う（図－５

参照，電動ドリル）。 
３）コンクリートドリルのように乾式で削孔を行うと，貫

入する作業に力が必要になること，孔側面を傷つけやすく

なることから，水を利用した「湿式」で削孔を行う。な

お，利用する水は，吸引装置付きろ過水循環器を使用して

循環して使用するため一般的なコンクリートコアドリルの

ように，水を常に補充する手間が必要ない（図－３・左参

照，吸引装置付きろ過水循環器）。 
４）水を利用して，「小さな力」で削孔（穿孔）すること

から，削孔側面が滑らかである。また，吸引装置付きろ過

水循環器で孔内を洗浄しながら削孔（穿孔）することか

ら，孔内部のひび割れが目詰まりを起こさず，ひび割れの

角落ちも生じない（図－３・左参照，吸引装置付きろ過水

循環器）。 
５）電動ドリルは，削孔長さにより，スタンダードモータ

（長さ：2～3m），ハイパワーモータ（長さ：10～12m）

を使い分けることができる（図－５参照，電動ドリル）。 
６）電動ドリルの削孔時の回転強度（トルク）は弱い。ま

た，削孔（穿孔）に使用しているダイヤモンドビットは，

金属類との接触時は滑りやすくなっているため，鉄筋にあ

たった場合でも，「鉄筋を削ったりせず，削孔（穿孔）が

止まる」ようになっている。 
７）電動ドリルは，削孔（穿孔）方向を固定するための支

柱，ガイドが設置されているため，ロッドの振れがなく，

安定して長い長さを削孔することができる。また，支柱を

45度まで傾けることができるようになっている（図－６参

照，支柱，ガイド）。 

図－３ ロングビットドリルシステム 

図－４ ダイヤモンドビット，シャンク，ロッド  

図－５ 電動ドリル（スタンダード） 

図－６ 支柱，ガイド 
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４．新しい小径削孔調査（２） 

３．に示したロングビットドリルシステムは，削孔長さ

2～12mに適用するシステムである。このシステムは，厚い

コンクリート（橋台，橋脚，擁壁，原子力発電所，杭（フ

ーチング下））の調査に使用されている。 
これに対して，比較的薄い厚さ（削孔長さ25cmまで）の

コンクリート部材を対象とした新しい小径削孔調査があ

る。 
この小径削孔調査方法は，ロングビットドリル（LBD）

システムと同様に，電動ドリル（LBDミニ），ドリルビッ

トを用いて孔を穿孔し，ファイバースコープを用いて内部

観察を行う方法である（図－７参照，Single i工法・シング

ルアイ工法，NETIS：HK-150004-A）。 
この新しい小径削孔調査方法の特長は，概ねロングビッ

トドリルシステムと同様のため，違いのある部分を下記に

示す。 
１）ダイヤモンドビットを２種類使用し，a) 第一穿孔（φ

5mm），b) 特殊カラー樹脂（流動性，浸透性の高いMMA
樹脂，図－９参照）を注入・硬化，c) 第二穿孔（φ9mmま

たは10.5mm，第一穿孔箇所を再穿孔する・かぶせ掘り）の

手順で削孔（穿孔）作業を実施すると，第一穿孔を行った

孔に存在するひび割れに，特殊カラー樹脂（明橙色）が注

入・充填され，かぶせ掘りにより第二穿孔を行うと，削孔

側面にあるひび割れを明瞭に確認することができる。 
２）第二穿孔後に，直視用光学アダプタを使用して，削孔

内部の観察を行う。直視用光学アダプタを使用した調査に

より，削孔深さ，ひび割れの有無等の確認を行った後に，

側視用光学アダプタに取り替え，削孔側面の観察，ビデオ

記録を行う。 
３）エンコーダを使用して光学アダプタの移動・撮影を行

うことから，等速で挿入できるため，撮影画像のひずみが

極めて少ない（図－１０参照）。 
４）広い120度の視野角，高画質で明るい画像記録，ノイ

ズリダクションシステムによるランダムノイズの除去を行

うことが可能な高感度ファイバースコープ（i-SCOPE，図

－１１参照）を使用して撮影，観察，記録を行うことか

ら，微細なひび割れ（0.01～0.1mm程度）までの確認が可

能である。また，撮影した画像記録は，ソフトウェアによ

る処理を行うことにより，連続画像記録から，1枚の画像

にすることができる。また，計測用光学アダプタの使用に

より，ひび割れ幅，欠陥の大きさ等の計測が可能である。 
 Single i工法による調査の実施フローを図－１２に示す。 

図－７ Single i 工法 

図－８ ２種類のダイヤモンドビット  

図－９ 特殊カラー樹脂 

図－１１ 高感度ファイバースコープ 

図－１０ エンコーダとファイバースコープを 
使用した削孔内壁面の観察・記録 
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図－１２ 実施フロー（Single i 工法，シングルアイ工法） 
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５．微破壊調査（小径削孔）の実施事例 

（１）ＲＣ床版内部ひび割れ調査 

 ＲＣ床版の内部に発生している水平ひび割れの発生状況

を確認するため，Single i工法を利用して調査を実施した。

調査結果の一例を図－１３に示す。 
 図－１３は，撮影を行ったビデオ記録をソフトウェア処

理（ゆがみ補正，重ね合わせ処理等）することにより，1
枚の画像にして表示したものである。表示しているのは削

孔周長の1/3（視野120度）であり，写真に示している幅

は，それぞれ約11mmである。調査結果では、それぞれの

位置での舗装厚、床版厚が異なることから，床版上面位置

を合わせて表示している。 
図－１３(a)は，‘変状１’が床版上面から約35mmの位

置であり，上端鉄筋上部位置で生じたひび割れと考えられ

る。また，‘変状２’は，床版上面から約90mm（床版下

面から約55～80mm），‘変状３’は約120mm（床版下面

から約50mm）であり，下端鉄筋上部に位置しており，

Single i工法のみの調査結果からは発生要因が明瞭でない。 
しかし，実際の調査では，同一径間で別途実施している

電磁波レーダ探査（図－１４参照）による鉄筋探査結果と

総合して判断することで，水平ひび割れの発生状況と発生

要因について推定を行った。 
電磁波レーダ探査では，幅0.1～0.3mmのような狭いひび

割れでは明瞭な反応を示さないが，Single i工法のように，

大きく構造物に影響を与えることなく，実態を把握するこ

とのできる調査手法を数多く適用することで，ＲＣ床版内

部の変状発生状況を比較的明瞭に把握することができると

考えられる。 

（２）ＰＣ桁内部ひび割れ調査 

 単純ポストテンションＰＣ桁（中空）（図－１５）に発

生している隅角部での内部ひび割れの発生状況，樹脂注入

工施工を実施した注入効果を確認するため，Single i工法を

利用して調査を実施した。 
外観目視点検を行ったところ，図－１５に示すようにＰ

Ｃ桁端部・上部に亀甲状のひび割れが生じている状態が確

認できた。ひび割れ幅は0.1～2.5mm程度であり，ひび割れ

はＰＣ桁の上面にまで達しているものもあり，はく離，は

く落が生じる危険性がある状態であった。 
そこで，緊急対応として，ひび割れ注入が実施されたが

注入工の途中段階で注入ができない状態になったことか

ら，注入効果が十分に発揮できる状態であるのか，ひび割 図－１５ ＰＣ桁端部・変状発生箇所 

図－１３ ＲＣ床版内部ひび割れ調査 
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図－１４ 電磁波レーダ探査結果 
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れ全体に行き渡っているのかを確認する必要が生じた。 
Single i工法による小径削孔は、ＰＣ桁上面から下面に向

かって３箇所実施した。削孔位置は，ＰＣ桁上面の幅員中

央から端部に向かって３箇所とした（c：中央・L/2，b：
L/3，a：2L/3）。調査結果の一例を図－１６に示す。 

小径削孔の調査結果では、ひび割れ注入材は、ひび割れ

全体には行き渡っていないことがわかった。また、ＰＣ桁

内部に生じているひび割れは、非常に幅が広い状態であ

り、放置すれば、隅角部のコンクリートにはく落が生じる

と考えられた。そこで，Single i 工法で削孔した小径孔を

コンクリートドリルにより広げ，接着剤を充填した上で，

アンカーボルトを設置してコンクリートを固定することに

した。 

上記に示したように，Single i 工法による小径削孔で

は，調査により明らかになった後に，その孔を利用して，

補修工事を実施することが可能であること，現地作業の中

で補修作業の必要性の判断が可能であることなど，作業の

効率性の面からの利点があると考えられる。 

（３）コンクリートＰＣ橋のひび割れ調査 

 コンクリートＰＣ橋の橋脚柱内部において，ひび割れの

発生が懸念されたことから，ロングビットドリルシステム

を利用して調査を実施した。 
外観目視点検結果からは，ひび割れ発生位置が特定でき

なかったことから，ロングビットドリルによる削孔は，橋

脚柱部の全体状況が確認できるよう図－１７（左）に示す

３測線（①，②：右側から左側に向けて削孔，③：左側か

ら右側に向けて削孔）に対し，図－１７（右）に示よう

に，橋脚柱の柱高さ中央から上下45度に向かって削孔を行

うことにした。 
小径削孔調査では，橋脚に鋼板巻立て工が施工されてい

たことから，まず鋼板に40mm程度の孔を明け，その孔内

にロングビットドリル先端を固定して，削孔を行った。こ

のように，小径削孔調査は，コンクリート表面に鋼板が設

置されている場合でも，比較的小径の孔を明けるだけで，

調査を行うことが可能である。調査結果では，③の測線に

おいて，図－１７（右上）に◯で示す位置に，ひび割れの

発生を確認した。 
このように，小径削孔調査は，調査設備が簡単で，幅広

い対象で調査を行うことができること，調査により確認で

きた変状に対し，小径孔を利用して補修を行うことができ

ることなど，非常に利点の多い調査方法であるといえる。 

図－１６ ＰＣ桁内部ひび割れ発生状況 

(a) (b) (c) 

ひび割れ発生 

図－１７ ＰＣ橋・橋脚柱内部ひび割れ調査 

内視鏡 

斜め下向き削孔 

ひび割れ発生 
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PC箱桁の内部滞水と維持管理対策 

 

石川県 会員 濱田 康行 

熊谷 恵太 

浦 修造 

 

１．報告概要 

  本報告は、PC箱桁の橋梁点検を行った際に発見したひび割れから箱内部の滞水を推定し、調査設計を行い、

橋梁の保全を行った内容である。対象橋梁は昭和 45年に架橋された橋長 L=180mの単純 PC箱桁橋＋5径間単純

PCT桁橋であり、第１径間の PC箱桁は 2室構造でかつ横桁により合計 8つのブロックとなっている（図１）。 

本橋梁は北陸地区の山間部に架橋し、積雪寒冷地で凍結防止剤を散布する環境条件である。 
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図１．橋梁概要図 

 

 

 

 

キーワード：橋梁点検、診断、点検孔、開口部設置、炭素繊維シート補強 

連絡先：株式会社国土開発センター設計１部 石川県白山市八束穂 3-7 TEL:076-274-8816 FAX:076-274-8426
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２．橋梁点検 

  橋梁定期点検要領に基づき、橋梁点検車を用いて近接目視点検を実施した。PC箱桁部の主桁側面には白色析

出物を含む水平ひび割れが生じていた（図２、写真１）。一方、主桁下面にひび割れは生じていなかったことか

ら、本損傷は構造や環境に起因する劣化ではなく、打継ぎ不良によるものと推定した。 

その他の損傷として、伸縮目地部からの漏水（第 1径間背面の林道からの伝い水）や車道アスファルト舗装

部の橋軸方向のひび割れが確認された（写真２、写真３、写真４）。以上から路面排水の一部が箱桁内部に浸入

し、滞水している可能性を推察した。 

なお、その他径間の PCT桁では、一部でコンクリート充填不足が原因と推定される下フランジ部の剥落、シ

ース管の露出、間詰め部からの白色析出物を確認したが、それ以外は健全な状態であった。 
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図２．損傷図 

 

  

写真１．水平ひび割れ状況         写真２．舗装のひび割れ状況 
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写真３．林道からの伝い水         写真４． A1橋台漏水状況 

 

３．調査 

  箱桁には点検孔がついておらず、現状で箱内部の状況を把握することは不可能であった。そこで、箱内部の

滞水排除を目的としたφ20mmのドリル削孔および箱内部の状況を確認するため、φ100mmのコア削孔を行った 

(図３)。 

縦断勾配の低い下部工側で桁下面からのドリル削孔を行った結果、大量の排水が生じた（写真５、写真６）。

滞水が確認されたため、8ブロックすべての排水を行った。 

翌日に排水が完了していることを確認し、φ100mmのコア削孔を行い、箱内部にカメラを挿入して、箱内部

の状況を把握した。その結果、箱内部での滞水状況を把握できたが、頂版上面や側面にひび割れは確認できな

かった。また、端横桁には大断面の切り欠きがあり、伸縮目地部からの水分供給が原因であると判明した（写

真７、写真８）。 

 

 

 

 

図３．削孔調査概要図 
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写真５．ドリル削孔状況          写真６．排水状況 

 

  

写真７．端横桁部の開口         写真８．箱桁内部側面の状況 
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４．設計 

  箱桁側面の水平ひび割れは打継ぎ不良によるものと推定され、Uカットによるひび割れ充填を提案した。滞

水対策としては伸縮目地部からの水分の供給を遮断するため、止水機能を確保した伸縮装置の取換えを提案し

た。なお、調査時に削孔したφ20mmの孔にはホースを設置して、今後の滞水を回避させるための排水孔とした。

さらに箱桁内部の維持管理を目的とした点検孔の設置を検討した。点検孔は桁下面に設置する案と橋台パラペ

ットの打ち換えを行い、橋台パラペットをセットバックすることによる桁端部の作業空間の確保を検討した。

ただし、橋台の既存資料が残っておらず、下部工の配筋が不明であることや橋台パラペットの打換えによる通

行止めが困難であることから、桁下の点検孔設置を採用とした。 

  点検孔は断面力の小さな桁端部付近に設置した。ただし、点検孔は橋座前面から 500mm以上離した位置とし

て支承交換時のジャッキアップに配慮した（図４、図５）。 

注：橋軸方向寸法は構造中心線上での値を示す。
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図４．開口部の配置 
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図５．開口部の配置検討 
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点検孔は梯子によるアプローチとし、梯子のかかりを考慮して作業員が進入可能なよう 800×800の断面と

した。なお、開口の設置により、箱桁底版の鉄筋が欠損するため、炭素繊維シートによる補強を行った（図６）。 
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図６．開口部の断面および炭素繊維シート補強 

 

  点検孔には小動物や鳥類の侵入を防止するため、蓋を設置した。蓋は箱桁内部の添架管と支障しないように

観音開きとし、メンテナンスが不要な FRP製とした（図７）。 
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図７．点検孔の蓋 

５．考察 

  外観目視から目視出来ない箱桁内部の問題を明らかにした。また、調査では箱桁内部の排水を行い、荷重負

担を除去したとともに、凍結防止剤を含んだ滞水を除去することで耐久性を確保した。 

5年に 1度の近接目視点検が義務化され、活発に行われている。しかし、目視できない中空構造の構造は、

外観目視のみで十分な変状原因が特定できず、早期の対策が遅れる場合もある。 

維持管理では、構造特性も視野に入れて変状原因を推定することが重要である。また、新設構造物を設計す

る際は、維持管理を視野に入れることが重要である。 
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マンションタイル浮き調査 

 

東海コンクリート診断士会 所属 

一般財団法人 東海技術センター 上村 健一 

 

 本報分は、分譲マンション外壁のタイル浮きの原因について、発生原因の推定等について検討を行ったもの

である。当該マンションは、2001年に竣工し、外壁は45二丁掛磁気質タイル貼りの「コンクリート打放し下地 

壁タイル直張り」が施されており、タイル裏側はRC躯体である。 

当該マンションのタイル浮きは西面で特に顕著であり、全面補修のために西面タイルは全て撤去された。本

調査は、タイルの打診調査および、タイル撤去後のRC躯体面の状態や、タイル伸縮調整目地の位置が躯体の

水平打継ぎ目や構造スリット目地と一致しているか等についての現地目視調査を行い、施工の不具合事例を取

りまとめて総括し、タイル浮きの原因推定について考察したものである。 

 タイル撤去に先立って、タイルの打診調査が行われた。調査の結果、西面の中心線に近い帯状の部分で、か

つ下の階層ほど、浮き率が高い結果になった。下記に打診調査の状況写真と浮き率の高い範囲(赤で囲った部

分)を明示した立面図を示す。 

 

 

写真-1  打診調査状況 

 

                               図-1 打診調査結果 

 タイル撤去後に現地調査において、目地割りの不具合や目地形状の不具合、躯体表面の不具合を確認した。

下記に代表写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 目地の不一致       写真-3 スリットの歪み      写真-4 躯体のジャンカ 
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さらに、張付けモルタルを含むタイルサンプルの不具合写真を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 タイル裏あしの嵌合不足      図-2 裏あしの形状例 

                                 写真-6 張付けモルタルの厚さ不足 

 

タイル浮き状況の展開図を下記に示す。全体を俯瞰することで、躯体のスリットとタイルの伸縮調整目地が

一致していない箇所で浮きが多いことが判明した。 

 

 

 

図-3 タイル浮き状況 展開図 
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 調査の結果、様々な形態の施工の不具合を確認したことから、タイル浮きの原因は、複数の要因が複合的に

影響していると考えられる。タイル浮きの現象面から、どの程度あるいはどのような態様で生じた場合に施工

上の原因によるものであるかを推認するための目安が、法律専門誌「判例タイムズ」から下記のように提案さ

れている。 

 

表-1 施工上の不良の判定目安 

施工後の期間 浮き・剝落の割合 

5年以内 0％ 

5年超10年以内 3％以上 

10年超15年以内 5％以上 

15年超20年以内 10％以上 

 

 当マンションの浮き率は、47.8％で、表-1の目安と比較して、大きく上回ることから、今回の事案は施工上

の不良が原因であったと推認されるのが妥当であると考えられる。 

 当該マンションのタイル浮き発生原因を下記に示す。 

 

表-2 タイル浮き発生原因の推定結果 

発生原因 
タイル張り時における様々な 

施工上の要因によるタイル接着不良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：マンション外壁のタイル浮き，JASS19 陶磁器質タイル張り工事，外壁タイル打診調査，目視調査 

連絡先：愛知県名古屋市名東区猪子石二丁目710番地 TEL：052-771-5161 FAX：052-771-5164 
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B護岸 
(延長約 90m) 

吸出し箇所 

水中ドローンを使用した海洋構造物の調査事例の紹介 

                   

東京コンクリート診断士会        内藤 輝 

                       株式会社 リーコン        西牧浩二 

１．はじめに 

 水中部にある海洋構造物の変状は，これまで主に潜水士による目視調査によって実施されてきた。しかし，

潜水調査は他調査に比べて費用が高く，詳細定期点検（漁港では詳細調査）に位置付けられているため，点検

頻度が少なくなり，必ずしも十分な調査がなされていないのが実状である。そこで，本報告では，陸上からの

操作で海中部を移動しながら調査することができる「水中ドローン」を使用して，海洋構造物の海中部の変状

調査を実施した事例を紹介する。事例①は，建設後44年経過している無防食の矢板式護岸（以下，A護岸と称

す），事例②は，護岸背後に吸出しが見受けられる矢板式護岸（以下，B護岸と称す）である。主に事例①は，

潜水士の代わりに，劣化度判定や損傷図を作成すること，事例②は，護岸背後の陥没の原因を効率的に調査す

ることを目的とするものである。 

 

２．調査対象施設 

図－2.1 に調査対象施設である A，B 護岸を示す。A 護岸は，無防食の控え矢板式護岸で建設後 44 年経過

している。昨年度の潜水調査で，同時期に建設された隣接の物揚場において，鋼矢板に腐食による貫通穴が

多数発見されているため，同様の変状が懸念されている。B 護岸は，護岸背後の一部が陥没しており，この

原因究明と他箇所にも同様の変状の有無が懸念されている。なお，B 護岸は港湾台帳に図面がないため，そ

の建設時期や構造諸元等は不明である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.1(1) A護岸の調査位置及び標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.1(2) B護岸の調査位置及び吸出し箇所 

 

キーワード： 水中ドローン，海洋構造物，潜水調査，矢板式護岸，腐食，土砂流出，維持管理 

連絡先：東京都文京区本駒込5-4-7 TEL：03-5978-3377 FAX：03-5978-3430 

A護岸 
(延長 100m) 

・建設年度 1974 年 

・経過年数 44 年 

・初期肉厚 13mm 

隣接物揚場(延長 238.5m) 

H28d 潜水調査，肉厚調査済 

・腐食による貫通孔多数 

・建設年度 1974年（経過年数 44 年） 

・初期肉厚 13mm 

44



JCD 第 6 回業務体験発表会 

 

 

図－3.2 水中ドローンの調査状況 

 

鋼 

矢 

板 

海底地盤面 

水中ドローン 

点検員 水中ドローン操縦者 モニター 

劣化の記録 

記載内容 

 

・劣化位置 

・劣化状況の記載 

・劣化度判定等 

３．調査方法 

(1) 水中ドローン及び使用機材 

水中ドローンは，米国の Blue Robotics社の BlueROV2を使用した。本体には 8基のスラスター(前後 4基，上下 4

基)を搭載しており，真横へ移動やその場での旋回といった複雑な動きが可能であり，波浪や潮流に対して静止する

ことが可能となっている。また，前方には LED照明 4基を搭載しているため，暗い水中でも撮影が可能となっている。

水中ドローンとパソコンモニター，コントローラーはケーブルでつながっており，今回使用するケーブルの長さは 100ｍ

である。また，カメラは正面に 2台搭載されており，上部の球状部にパソコンモニター用のカメラ，その下部に高精度

カメラを搭載している。下写真に示すように，パソコンモニターでは，機体の姿勢と向き，水深，バッテリー電圧，LED

照明などを画面で確認しながら操縦することができる。バッテリーの駆動時間は 4時間程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.1 水中ドローンと使用機器 

 (2) 調査状況 

水中ドローンによる調査は，図－3.2に示すように水中

ドローンの操縦者，点検員の 2 名で実施した。まず操縦者

は，陸上からドローン本体，モニターを見ながら操縦し，

点検員はモニターを見ながら，事前に作成した護岸の正面

図に劣化の位置，劣化状況の記載および劣化度判定等の劣

化状況を記録するものとした。なお，これらの映像はビデ

オ撮影されているので，調査終了後に現地で記載した変状

状況を Cad 化するとともに，見落としの有無や第三者によ

って確認することによって，調査結果の高精度化や共有化

が期待できる。 

パソコンモニター用カメラ 

LED 照明 

高性能カメラ 

スラスター 

水深(m) 

機体の向き 

機体の姿勢 

水中ドローン正面 水中ドローン上面 

パソコン(モニター)，コントローラー，ケーブル パソコンモニター画面 

コントローラー ケーブル 

モニター 
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図－3.3 腐食・損傷個所の計測状況 

1 メモリ：5cm 

フレーム設置 

表－3.1(1) 鋼矢板の一般定期点検診断項目及び判断基準 

点検項目 判定基準 

鋼矢板 
鋼材の腐食，

亀裂,損傷 

a 
□ 腐食による開孔や変形，その他著しい損傷がある。 
□ 開孔箇所から裏埋め材が流出している兆候がある。 

b 
□ L.W.L付近に孔食がある。 
□ 膨れやかさぶたのような錆が発生している。 

c □ 発錆がある。 

d □ 付着物が見られるが，発錆・開孔・損傷は見られない。 

  
表－3.2(2) 海底地盤の一般定期点検診断項目及び判断基準 

点検項目 判定基準 

海底 

地盤 

洗掘， 

土砂の堆積 

a 
□ 岸壁前面に深さ1m以上の洗掘がある。 

□ 洗掘に伴い，マウンド等や下部工への影響がある。 

b □ 岸壁前面で深さ0.5m以上1m未満の洗掘がある。 

c □ 深さ0.5m未満の洗掘又は土砂の堆積がある。 

d □ 変状なし。または軽微な変状である 

  ※表－3.1 は「H22 A県港湾施設長寿命化計画 点検評価基準(案)」を参考にした。 

(3) 腐食・損傷個所の計測 

潜水士が鋼矢板の潜水目視調査を実施する場合，変状個所は直接ス

ケールによって計測する。水中ドローン調査の場合は，カメラ前面に

メモリ(1 メモリ 5cm)を付けた防護用のフレームを設置して，水中ド

ローンを直接鋼矢板に接触させて計測するものとした（図－3.3 参照）。 

(4) 水中ドローンの移動方法 

事例①は潜水士の代わりに，劣化度判定や損傷図を作成すること，

事例②は，護岸背後の吸出しの原因を調査することを目的とするもの

である。そのため，水中ドローンの移動は，事例①の場合は，すべて

の鋼矢板を撮影するために，施設の起点から水中ドローンを上下に移

動しながら法線方向へ移動するものとした。事例②の場合は，施設全

体の腐食・損傷等を効率的に把握するために，集中腐食が発生しやす

い水深を法線平行方向に移動するものとした。なお，鋼矢板に腐食に

よる貫通孔があった場合は，海底地盤まで移動して，土砂流出の痕跡

等を把握するものとした（図－3.4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      1) 事例①の場合                      2) 事例②の場合 

図－3.4 水中ドローンの移動方法 

(5) 評価方法 

1) A護岸の調査方法 

当該護岸は，潜水士に代わって，

水中部の一般定期点検診断の評価

を目的としているため，評価方法

は表－4.1に示す判定基準(劣化度

a～d)で判定する。腐食や開孔箇所

等があった場合は，岸壁正面図に

変状位置，変状の寸法等を記載す

る（岸壁正面図は事前に用意して

現場で記載する）。また，併せて海

底地盤の劣化度判定についても，

表－4.2に示す判定基準(劣化度 a

～d)で判定する。水深は水中ドロ

ーンの水深計を使用した。 

起点 
上部工 

撮影
範囲 

   

鋼 

矢

板 

上部工 

土砂堆積状況を確認する 

撮影
範囲 

集中腐食が 
発生しやす
い深度 

腐食穴 

下降 

起点 
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集中腐食の生じている可能性にある深度を中心に調査する 

1 11 21 31 41

1 2 3 4 5 6 7

流出土砂の確認 

2) B護岸の評価方法 

当該護岸は，矢板構造物の腐食・損傷等の状態を効率的に把握することを目的としているため，L.W.L.直

下の集中腐食が生じている可能性が高い範囲を中心に調査する。調査結果は，図－3.5に示すように集中腐

食の生じている深度を対象に，変状位置及び変状の寸法等を記載する。なお，鋼矢板に腐食による貫通孔が

あれば，海底地盤に土砂が堆積しているかどうかを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.5 B護岸の評価方法  

４．調査結果 

(1) A護岸の調査結果 

図－4.1に A 護岸の一般定期点検結果（1 ブロック）を示す。前日は雨が降っており，調査当日(H30.8.7)

は海水の濁りが強かった。そのため，鋼矢板から離れると，見えにくくなるため，鋼矢板に接するくらいま

で近づいて調査を行った。また，1 ブロック 10ｍ区間の調査時間は 20 分程度であった。図より以下のこと

がいえる。 

・ 1 ブロック 10ｍ区間で腐食による貫通孔は 9 箇所あった。これらは全て凸面であった。 

・ 貫通孔の多くは 30cm 以上あり，写真からも開孔部の奥が空洞になっている状況が見受けられた。 

・ 海底地盤も 0.5～1m 程度の堆積が見受けられ，護岸背後の土砂が流出したものと想定される。 

・ パソコンのモニターから，腐食による開孔がある鋼矢板は劣化度[a]，孔食や膨れやかさぶたのような腐

食ある場合は劣化度[b]，発錆が見られる場合は劣化度[c]，変状が見られない場合は劣化度[d]と判定した。

この判定は潜水士の目視判定結果と同じものと評価できる。 

また，今回の調査では，以下のような課題も挙げられた。 

・ 水深は水中ドローンのセンサーで確認しているが，誤差が生じるため，事前に潮位補正等も含めたにキャリブレ

ーションが必要である。 

・ 矢板を移動中に見失う場合があるため，途中に確認用のポール等を設置するなどの対応が必要である。 

・ 海底地盤の水深を測定する場合，スラスターによって海底砂を巻き上がる場合があるため，海底地盤は堆積状

況を確認して，水深は別途レッド測量等で測定する方が望ましい。 

・ どの程度の濁りまで調査が可能か、事前に簡易的に判断する方法が望まれる。 

・ 当該施設の鋼矢板は全て海中部であったが，水面より上の調査方法も課題となる。 

・ 最低 2人でも調査は可能だが，距離が長くなると，ケーブルを廻す補助員が必要である。 

上記のような課題はあるものの，前日の雨による濁りが発生しているという悪条件の中で，水中ドローン

で海中部の鋼矢板及び海底地盤の劣化状況，劣化度判定は把握できることがわかった。 
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写真② 

劣化度 a：腐食による開孔あり，裏埋め材が 
流出している兆候がある。 

写真⑫ 

劣化度 a：腐食による開孔あり 

写真⑧ 

劣化度 a：腐食による開孔あり，裏埋め材が 

流出している兆候がある。 

写真⑪ 

劣化度 a：腐食による開孔あり，裏埋め材が 

流出している兆候がある。 
劣化度 c：発錆がある 

写真⑥ 

写真④ 

劣化度b：L.W.L付近に孔食あり，膨れやかさ

ぶたのような腐食あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.1 A 護岸の一般定期点検結果（1 ブロック） 

１ブロック損傷図 S=1:400

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

＋1.5

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0

矢板番号

延長距離

(m)

＋1.0

±0.0

-1.0

-2.0

-3.0

-4.0

-5.0

D.L.(m)

腐食による開孔や変形，その他著しい損傷がある

開孔箇所から裏埋め材が流出している兆候がある

±0.0

-5.2

-2.0

計画水深

▽ H.W.L.+0.5

▽ L.W.L.+0.03

L.W.L.付近に孔食がある

膨れやかさぶたのような錆が発生している

発錆がある

付着物は見られるが、発錆・開孔・損傷はみられない

判定基準

a

b

c

d

鋼管杭

矢板

(鋼材)

鋼材の腐食

亀裂

損傷状況

点検項目

鋼矢板の劣化度判定（防食工が施されていない場合）

参考：H22 秋田県港湾施設長寿命化計画 点検評価基準(案)p.10

腐食による開孔や変形，その他著しい損傷がある

開孔箇所から裏埋め材が流出している兆候がある

L.W.L.付近に孔食がある

膨れやかさぶたのような錆が発生している

発錆がある

付着物は見られるが、発錆・開孔・損傷はみられない

判定基準

a

b

c

d

鋼管杭

矢板

(鋼材)

鋼材の腐食

亀裂

損傷状況

点検項目

鋼矢板の劣化度判定（防食工が施されていない場合）

参考：H22 秋田県港湾施設長寿命化計画 点検評価基準(案)p.10

変状なし，または軽微な変状である

判定基準

a

d

海底

地盤

洗掘，

土砂の堆積

点検項目

海底地盤の劣化度判定

岸壁前面で深さ1m以上の洗掘がある

洗掘に伴い、マウンド等や下部工への影響がみられる

岸壁前面で深さ0.5m以上1m未満の洗掘があるb

c 深さ0.5m未満の洗掘又は土砂の堆積がある

参考：H22 秋田県港湾施設長寿命化計画 点検評価基準(案)p.3

中島-2m泊地護岸

上部工コンクリート

写真④ 写真⑤ 写真⑥ 写真⑦ 写真⑧ 写真⑨ 写真⑩ 写真⑪ 写真⑫ 写真⑬

海底地盤
の劣化度 c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c

鋼矢板の
劣化度

写真① 写真②

写真③

a c a d b d b c a c b c a c a d b c a c a c a c a

写真② 

写真④ 写真⑥ 写真⑧ 写真⑪ 写真⑫ 

現地盤 

孔食 
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① 

② 
土砂が堆積 

① 

② 

図－4.2 陥没直下の鋼矢板及び 
    海底地盤の堆積状況 

(2) B護岸の調査結果 

調査当日(H30.8.8)は晴れており，海水の透明度も良好であった。波や流

れが強かったが，水中ドローンが波浪や潮流に流されることなく，調査に

はほとんど影響がなかった。なお，調査時間は延長 90ｍに対して 1 時間程

度であった。 

護岸背後の陥没のあった直下の鋼矢板及び海底地盤の状況を図－4.2 に

示す。これより，当該護岸にある護岸背後の陥没は，その直下の海底地盤

が隆起して堆積していることから，この鋼矢板の 5cm×8cm 程度の貫通孔

から，背後土砂が流出したものといえる。このように「水中ドローン」を

用いれば，早急に原因の究明，その位置の確認ができることがわかった。

図－4.3 に当該施設の簡易調査結果を示す。図に示すように吸出し箇所の

他に，腐食による貫通孔は 6 箇所あったが，これらの箇所は海底地盤に堆

積は見られず，土砂流出が発生しているかどうか，については確認できな

かった。土砂流出の箇所の砂は粒径が揃った細砂であり，土砂流出は，単

純に腐食した穴の大きさだけでなく，背後地盤の粒径にも関係しているこ

とが伺える。また，集中腐食が発生しやすい深度(水深-1.0ｍ以浅)には，鋼

矢板に腐食が多く見受けられた。それより以深は，鋼矢板の表面が確認で

きないほどの海藻が着いていたため，腐食しているかどうかは確認できな

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.3 B 護岸の調査結果（全長約 90ｍ） 

 

５．まとめ 

本報告では，陸上からの操作で海中部を移動しながら調査することができる「水中ドローン」を使用して，

海洋構造物の海中部の変状調査を実施した事例を紹介した。今回の調査では，課題はあるものの「水中ドロ

ーン」で海中部の海洋構造物の劣化状況や劣化度判定が把握することができることがわかった。 

現在の国内の職業潜水士数は 3,300人程度であるが，そのピークは 51-55歳の年齢層で高齢化が進んでお

り，20年後には，現在の 3分の 1程度(1,000人弱) にまで減少すると見込まれている（日本潜水協会）。こ

れに対して，現在，ナローマルチビームや水中 3Dスキャナーなどの調査方法によって海中部の変状を把握し

ようと技術開発が進んでいる。これらの技術に加えて「水中ドローン」もその長所を生かして，今後も海洋

構造物の点検に貢献できればと考えている。 
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下水道施設のコンクリート劣化について  

 

鳥取県コンクリート診断士会  

                 シンワ技研コンサルタント(株) ○橋本 健男  

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

キーワード：下水道施設，化学的腐食，硫化水素，硫酸  

連絡先：鳥取県米子市道笑町四丁目12-24 TEL：0859-34-2141 FAX：0859-33-2844 

（要旨）下水道施設のコンクリート腐食には硫黄が重要な役割を果たしている。動植物の食物

連鎖、化石燃料の燃焼、降雨が関与する自然界の硫黄循環により、硫黄は様々な形で存在して

いる。 

下水道施設では硫酸イオンに起因する硫酸塩還元細菌および硫黄酸化細菌の代謝活動が卓

越した場合にコンクリート腐食が発生する。稼働後 36 年経過した施設の腐食状態を調査した

体験を近接写真を交えて報告する。 

 

50



JCD 第 6 回業務発表会 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51



JCD 第 6 回業務発表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52



JCD 第 6 回業務発表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53



                                                             JCD 第 6 回業務体験発表会 

 

維持管理工事におけるCO2排出量の算定例 

 

東京 木村技術士事務所 木村 克彦 

 

1．はじめに 

維持管理段階における環境影響評価は，JIS Q13315－1，2 のコンクリートおよびコンクリート構造物に

関する環境マネジメントの一般原則およびシステム境界とイベントリーデータが明らかになった。このよう

にコンクリート構造物の維持管理に対する環境影響評価が可能になり，維持管理段階における環境負荷の主

なものは，維持管理工事に伴う CO2の排出であるとしている。 

一方，JIS Q13315－1，2 を具体的に維持管理業務に適用した例はほとんどない。そこで，JISQ13315－2

を適用した維持管理工事について JIS Q13315－1，2 に基づき CO2等の排出例を試算したので報告する。 

2．維持管理段階の環境に関するシステム境界 

維持管理段階におけるコンクリート構造物の使用のシステム境界は図－1 に示すように上流側はコンクリ

ート構造物の施工，下流側はコンクリート構造物の最終段階である。そして，維持管理段階のシステム境界

は，図－2 に示すように使用する資機材の運搬や資機材の使用に伴い発生する温室効果ガスに関するものが

対象になる。ただし，廃棄物に関しては運搬までが対象で最終処分は含まない。 

 

図－1 コンクリート構造物の仕様のシステム境界 

 

図－2 コンクリート構造物の維持管理段階での使用のシステム境界の詳細 [1] 

 

 キーワード：維持管理，環境影響評価，JIS Q13315－1，2，CO2排出量 

連絡先：木村技術士事務所，kkimura@asahi.email.ne.jp 
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3．維持管理段階における環境影響評価の手順と必要なデータ 

（1） 維持管理段階における CO2排出量等の算定手順 

新規工事の環境影響評価は各種の機関で実施されているが，維持管理における環境影響評価はまだ始まった

ばかりであるため新設工事に倣って行う。 

維持管理段階における環境影響評価におけるCO2排出量の算定手順は，①算定対象の設定，②算定条件の設

定，③数量の算定，④CO2排出原単位の選定，⑤CO2排出量の算定の手順で行う。なお，CO2以外の排出量の

算定手順も同様である。 

（2）CO2排出量等の算定に必要なデータ 

 上記の CO2等の算定を行うには，①施工数量，②資機材の運搬条件，③使用機材の使用燃料の種別と燃費，

⑤施工工程（工事関係者の移動手段他も含む），⑥CO2等の排出原単位などのデータが必要である。 

4．CO2等の排出量の算定 

 CO2等の排出量は，それぞれの工程で使用する燃料を算定して，それに CO2等の排出原単位を掛けて求め

る。算定の対象とした構造物は，単純 PC プレテン床版橋で，橋長約 26m，幅員約 7m である。 

（1）橋梁の劣化状況と補修の要否 

 対象となる橋梁の劣化状況と補修の要否（補修が必要な項目のみ表示）を表－1 に示す。床版下面には，

PC ホロー桁の間詰め部からの漏水とエフロレッセンスが認められる。 

表－1 橋梁の劣化状況と補修の要否と補修方法 

項目 劣化状況 補修の要否 補修方法 

床版 漏水・エフロレッセンス，ひび割れ 補修が必要 橋面防水工，舗装打替工 

伸縮装置 漏水・滞水他 補修が必要 伸縮装置取替工 

防護柵 腐食・変形，高さ不足他 補修が必要 防護柵取替工 

排水管・排水ます 腐食他 補修が必要 （床版に同じ） 

（2）補修工事の概要 

 本橋梁の補修工事の概要を表－1 および図－3 に示す。表－1 に示したように劣化状況から補修は，橋面の

水に関係するもので，主な項目は橋面防水工，伸縮装置，防護柵および排水管等の取替である。 

 

図－3 対象の橋梁断面 

（3）CO2 算定条件 
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 補修工事における CO2 算定条件として，施工数量を表－2，使用機材と運搬条件を表－3，主な使用機材

の使用燃料の種別および燃費を表－4 に示す。これらの条件で CO2排出量を算定した。 

施工工程は，準備工；2 週間，補修工；約 4 週間，片付け工；約 1 週間とした。運搬条件は，原則 60km

とし，作業員の移動と資材の運搬は 40km，廃棄物の運搬は 120km，生コンの運搬は 30km とした。燃費は，

愛知県建設部；積算基準及び歩掛り表（その 2）H22年 10月 1日改定などを参考に設定した。 

表－2 施工数量概要 

工種 名称・規格 単位 数量 

舗装撤去工  
路面切削 m2 153 

殻運搬(路面切削)  m2 10 

橋面防水工  

シート系防水 m2 99 

塗膜系防水 m2 39 

排水用導水管 式 1 

殻運搬 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物とりこわし 

コンクリート廃材処理 
m3 1 

ｺﾝｸﾘｰﾄ工 式 1 

舗装工 
基層(車道･路肩部) 密粒度ｱｽｺﾝ m2 177 

区画線設置 m 51 

伸縮装置補修工 伸縮継手装置設置工 m 10 

防護柵補修工 
防護柵撤去工 m 52 

防護柵設置工他 m 53 

縁石補修工   式 1 

 

表－3 使用機材と運搬条件 

資機材名 
機材の運搬距離

(km)※ 
運搬条件 

路面切削機ﾎｲｰﾙ式･廃材積込装置付 60 トレーラ使用 

路面清掃車ﾌﾞﾗｼ式･ﾎｯﾊﾟ容量 1.5m3･四輪式 60 自走 

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬﾎｲｰﾙ型･舗装幅 2.4～6.0m 他 60 トレーラ使用 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ，普通型･質量 8～20t 他 60 トレーラ使用 

振動ﾛｰﾗ(舗装用) ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式･質量 0.5～

0.6t 他 
60 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ積載質量 4ｔダンプ 

トラッククレーン（油圧ジブ型 16t 吊り） 60 車庫～現場 

作業員他移動用ライトバン 40 会社事務所～現場 

廃棄物（アスファルトおよびコンクリート

殻） 
120 

車庫～現場～廃棄場～車庫 

10t ダンプ 

アスファルト 60 プラント～現場，10t ダンプ 

生コンクリート 30 プラント～現場，アジテーター 

その他資材 40 事務所～現場，2t ダンプ 

 

表－4 主な使用機材の使用燃料の種別および燃費 
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施工機械等名 燃料種別 燃費 単位 備考 

路面切削機ﾎｲｰﾙ式･廃材積込装置付 軽油 242 ℓ/d ※1 

路面清掃車ﾌﾞﾗｼ式･ﾎｯﾊﾟ容量 1.5m3･四輪式 軽油 38 ℓ/d ※2 

路面切削機輸送－トレーラ，積載質量 10t 積級 軽油 3.5 km/ℓ 10t 積級 D と同じ 

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬﾎｲｰﾙ型･舗装幅 2.4～6.0m 軽油 62 ℓ/d ※1 

ﾀｲﾔﾛｰﾗ，普通型･質量 8～20t 軽油 41 ℓ/d ※1 

振動ﾛｰﾗ搭乗式 ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型 3～4t 軽油 15 ℓ/d ※1 

振動ﾛｰﾗ(舗装用) ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄ式・質量 0.5～0.6t 軽油 2.0 ℓ/hr ※1 

振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ 前進型･質量 40～60kg 軽油 3.0 ℓ/hr ※1 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･積載質量 10t 積級 軽油 3.5 km/ℓ ※3 

アジテータ車 軽油 2.2 km/ℓ 20t 積級 D と同じ※3 

トラッククレーン（油圧ジブ型 16t 吊り） 軽油 3.5 km/ℓ 10t 積級 D と同じ※3 

油圧ニーダ架装車 軽油 5.5 km/ℓ 4t 積級 D と同じ※3 

発電機 50KVA 軽油 6.4 ℓ/hr ※4 

作業員他移動用ライトバン ガソリン 10.0 km/ℓ 筆者が設定 

注）※1：積算基準及び歩掛り表（その 2）H22 年 10 月 1 日改定，愛知県建設部より 

※2：土木工事標準積算基準[Ⅱ]（道路・公園・市場単価）H29 年 5 月 1 日一部改訂，福島県土木部より 

※3：2004 年度経済産業省委託調査 2004 年度環境調和型ロジスティクス調査報告書，2005 年 3 月，（社）日本

ロジティクスシステム協会 

※4：レンタルのアクティオ，燃料消費量一覧表，HP より 

（4）CO2排出原単位の選定 

インプットに関するものには，直接インプットと間接インプットがあり，直接インプットには，①材料と

して使用される枯渇性天然資源，②材料として使用される副産物由来資源又は廃棄物由来資源，③使用され

る工業製品，④使用される化石燃料（施工機械の燃料など），⑤使用される自家発電用燃料（現場における

発電機など），間接インプットには，⑥使用される燃料，⑦第三者による運搬において使用される燃料（作

業員の移動など）がある。 

アウトプットに関するものも同様で，直接アウトプットには，①発生する個体廃棄物（切削したアスファ

ルト廃棄物など），②化石燃料の燃焼によるアウトプット（施工機械の燃料など），間接アウトプットには，

③使用される燃料の燃焼によるアウトプット，④第三者による運搬において使用される燃料の燃焼によるア

ウトプット（作業員の移動など）がある。 

上記に関係する工事で使用する燃料による CO2排出原単位を表－5 に示す。 

表－5 工事に伴い使用する燃料による CO2排出 

材料名 単位 CO2排出原単位 出典 

軽油 kg-CO
2
/＊ 2.58 温室効果ガス総排出量算定方法

ガイドライン H27.4 環境省  ガソリン kg-CO
2
/＊ 2.32 

（5）CO2排出量の算定 
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 それぞれの工程における CO2排出量を算定する。一例として，舗装撤去工，舗装工および橋面防水工

の算定結果を表－6～表－8 に示す。他の工程についても同様に排出ガスを算定し，これらを合計すれば

維持管理に関わる工事の環境負荷が求められる。 

表－6 舗装撤去工の CO2排出量の算定例 

名称・規格 種別 数量 単位 
CO2 排出原単位 

(kg-CO2/*) 

CO2 排出量 

(kg-CO2) 

路面切削 全面切削（車道部分） 軽油 106.1 ℓ 2.58 273.8 

路面切削 全面切削（歩道部分） 軽油 35.0 ℓ 2.58 90.3 

殻運搬(路面切削) 軽油 68.6 ℓ 2.58 176.9 

作業員移動 ガソリン 12.0 ℓ 2.32 27.9 

計 
    

568.9 

     注）廃材処理 As 殻は，処理場までの運搬が対象で，処理は対象外 

表－7 橋面防水工の CO2排出量の算定例 

名称・規格 種別 数量 単位  
CO2排出量 

(kg-CO2/*) 

CO2排出量 

(kg-CO2) 

防水工材料運搬 軽油 10.0 ℓ 2.58 25.8 

殻運搬ｺﾝｸﾘｰﾄ(無筋･鉄筋)構造

物とりこわし 人力積込 
軽油 15.0 ℓ 2.58 38.7 

ｺﾝｸﾘｰﾄ打込み 軽油 32.8 ℓ 2.58 84.7 

型枠工(小型構造物) 軽油 5.0 ℓ 2.58 12.9 

作業員移動 G 8.0 ℓ 2.32 18.6 

計         180.7 

表－8 橋面防水工の CO2排出量の算定例 

名称・規格 種別 数量 単位 
CO2排出量 

(kg-CO
2
/*) 

CO2排出量 

(kg-CO
2
) 

基層(車道･路肩部)1 回目転圧 

密粒度ｱｽｺﾝ 
軽油 170.8 ℓ 2.58 440.6 

基層(車道･路肩部)2 回目転圧 

密粒度ｱｽｺﾝ 
軽油 39.1 ℓ 2.58 100.9 

表層(歩道部) 再生密粒度ｱｽｺ

ﾝ  ﾀｯｸｺｰﾄ PK-4  
軽油 71.2 ℓ 2.58 183.7 

区画線設置  溶融式手動 軽油 17.2 ℓ 2.58 44.3 

作業員移動 G 8.0 ℓ 2.32 18.6 

計         788.1 

 補修工事におけるCO2排出量およびCO2以外の温室効果ガスの排出量の一覧を表－9～表－10に示す。

本工事では，CO2排出量は 2,502kg-CO2と少ないが，本工事のような小工事数は多く，維持管理工事と

しての CO2排出量は多くなる。すなわち，維持管理工事においてサステイナビリティの面から環境負荷

を小さくするには可能な限り CO2排出量を少なくする必要がある。さらに，工事のみではなく，コンク

リート構造物を長寿命化することによる CO2排出量の削減も対象にして検討する必要がある。 

表－9 本工事における CO2排出量 
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工種 数量 
CO2排出量 

(kg-CO
2
) 

運搬が占める CO2

発生量の比率 

準備工 1.0 式 46.4  

舗装撤去工 1.0 式 568.9 約 60％ 

橋面防水工 1.0 式 180.7 約 70％ 

舗装工 1.0 式 788.1 約 45％ 

伸縮装置補修工 1.0 式 215.2 約 50％ 

防護柵補修工他 1.0 式 721.4 約 65％ 

後片付け工 1.0 式 27.8  

計 
 

2,502  

表－10 本工事における CO2以外の温室効果ガスの排出量 

対象 燃料消費量 or 走行距離 対象ガス 
排出係数 

(kg/*) 

排出量 

(kg) 

発電機他※１ 

軽油 
452.4ℓ 

CH4
※2 6.0*10－5 0.027 

N2O 6.4*10－5 0.029 

ガソリン 

普通貨物車 
1,400km 

CH4 3.5*10－5 0.049 

N2O 3.9*10－5 0.055 

ディーゼル普通貨物車 2,470km 
CH4 1.5*10－5 0.037 

N2O 1.4*10－5 0.035 

 
合計 

CH4 
 

0.113 

N2O 
 

0.118 

注）※１；使用する重機はこれを適用する 

   ※２；排出係数が与えられていないので N2O の 0.9 倍とした 

5．まとめ 

 本報告では，維持管理段階の補修工事における環境に対する影響として JIS Q13315－1，2 に基づき試算

した CO2排出量について報告した。 

これらの結果より，どの工種が，またそれぞれの工種の中でどの作業の環境負荷が大きいかについて明ら

かにした。本工事では，機材の運搬に伴う CO2排出量が比較的多いことから如何に資機材を効率よく運搬す

るかが環境負荷を軽減できると考えられる。このように環境負荷に対する具体的な数字があれば，施工現場

での対応も可能になる。また，補修設計段階で工種毎の環境負荷の概算を試算しておけば，どの工種につい

て工夫すれば環境への負荷が軽減できるかが分かり環境負荷の小さい設計が可能になり，このことを考慮し

た施工法や材料選定などを行うことができる。さらに，維持管理がやりやすく長寿命の構造物の設計を当初

からしておくことが重要であることは言うまでもない。このようにそれぞれの立場で環境負荷について考え

ることにより，全体として維持管理段階での環境負荷の軽減に貢献できると考えられる。 

＜参考・引用文献＞ 

[1] 日本規格協会：コンクリート及びコンクリート構造物に関する環境マネジメント－第2 部：システム境界及

びインベントリデータ，JIS Q 13315-2：2017を参考に作成 
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衝撃弾性波法における排水樋門柱部補修後の健全性評価 

（一社）熊本県コンクリート診断士会 勇 秀忠 

 

１．はじめに 

熊本地震（平成 28 年 4 月）において出水排水樋門（写真 1・2 参照：昭和 62 年 3 月竣工）の柱部にひび

割れ（一部剥離）が発生した。そのひび割れ等に対して、断面修復工、ひび割れ注入工、ひび割れ充填工及

び表面被覆工などが施工された。補修（施工完了）した柱部内部状態の健全性の確認方法案の相談があった。

発注者は、コア採取による柱部の健全性の確認は実施したくないという見解であった。そこで衝撃弾性波法

（iTECS 法）のコンクリート内部の欠陥探査法による柱部補修後の健全性の確認を提案。その測定結果と健

全性評価を以下に報告するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.施工実施（概要） 

 樋門柱部補修の施工順序として、柱部の一部破損（コンクリートが剥離・剥落）箇所を斫り、①断面修復

工で補修し、次に②ひび割れ箇所を注入工法にて注入後③ひび割れ充填工、最後に④コンクリート表面被覆

工にて完了するものであった。その施工概要写真等を以下に示す。 

① 断面修復工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：衝撃弾性波法、内部欠陥探査法、伝搬時間差法 

写真-1 位置図（出水排水樋門） 写真-2 排水樋門全景 

写真-3 斫り完了 写真-4 プライマー塗布 

緑川 
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連絡先：熊本県熊本市北区改寄町2141-1 TEL：096-272-7711 FAX：096-272-7770 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ひび割れ注入工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ひび割れ充填工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 表面被覆工 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 注入状況 写真-8 注入完了 

写真-9 充填状況 写真-10 充填完了 

N/mm2 写真-5 モルタル充填状況 写真-6 モルタル充填完了 

 

圧縮強度（平均）σ28＝60.9 

 ＞48.0N/mm2 OK 

 

写真 -11 プライマー塗布完

了 

写真-12 中塗り完了 写真-13 上塗り完了 

中塗り：付着強度 2.45ｍ/ｍｍ2（平均）・上塗り 3.32N/mm2＞1.5N/ｍｍ2 以上・・OK 
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3.コンクリート内部の欠陥探査方法 

 3-1 柱部測定用罫書き及び測定要領（罫書きピッチは＠100ｍｍ格子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3-2 透過伝搬時間差法 

 構造体（調査箇所）測定点において、弾性波の入力点（インパクター）、受信点（センサー）を異なる面と

して、コンクリートの内部を透過した弾性波の伝播時間差を測定する透過伝播時間差法を利用する。（試験

03 コンクリートの内部の欠陥探査方法：：（一社）iＴＥＣＳ技術協会） 

 以下に概略図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3-3 弾性波透過時間差法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-14 柱部罫書き 

図-1 測定要領及び罫書き 

※ 測定要領：未補修箇所及び補修済み個所に左右面（同一高さ）に罫書きを行う。尚、ピッチは 100ｍｍ  

とした。受信センサーとインパクターは左右どちらでもいい。同一高さに受信センサーをセッ 

トして、対向面からインパクターで打撃する。 

図 -2  測定要領

図 

図-3 測定波形図例 
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「弾性波の伝播経路（躯体厚）」÷「インパクターとセンサーの到達時間差」＝内部透過速度Ｖp(m/s)となる。 

 

3-4 内部透過速度測定 

 未補修部と補修部の内部透過速度測定 

 ① 未補修部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②補修部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 測定結果 

 4-1 測定結果及び許容値 

 

未補修箇所と補修箇所の内部透過伝搬速度の５％を許容値（1.05、0.95）とした。 

   Gp2-1は未補修部、Gp2-2～Gp2-11は補修部である。 

 

 

 

 

NO.1 

写真-15 透過速度測定位置 

写真-16 インパクター打撃 

写真-17 受信センサー 

NO.3 

図-4 測定波形図 

図-5 測定波形図 

表-1 未補修部測定結果 

表-2 補修部測定結果 
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表-3 測定結果一覧表（gp2-1：未補修部 他補修部） 

Vｐ＝4330ｍ/ｓ 

Vｐ＝3918ｍ/ｓ 

Vｐ＝4785ｍ/ｓ 

Vp=4329m/s 

Gp2-1-3 測手波形 

図-7 測定波形図 

図-6 測定結果図 

Ｖｐ＝4330m/s 

Vｐ＝3918ｍ/ｓ 

Vp=4785m/s 

Vp=4329m/s 
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５.推定圧縮強度 

柱全体（３柱）の補修部の透過弾性波速度 

4344ｍ/s （表面弾性波速度 1.05 で除）した 

値 90％とすると Vｐ＝3910ｍ/s 得る。回帰式 

に代入する。 

σck=6.3×10-18×Vｐ5.2＝30N/mm2 となり、躯 

体（柱部）強度は問題ないと評価した。 

 

 

 

６.まとめ 

今回、柱部コンクリートの剥離箇所モルタル断面修復、ひび割れ注入とひび割れ充填及びコンクリート表

面被覆などの施工後の柱部内部欠陥探査（透過伝搬時間差法）を実施して未補修部・補修部（注入・充填後

の表面被覆など）の内部透過伝搬速度を測定した結果、許容値（平均値±5％）にすべて収まったことから内

部の健全性は問題ないと結論づけた。 

この測定から、未補修部の内部透過伝搬速度と補修部の内部透過伝搬速度が 400ｍ/ｓほど異なる測定結果

となった。今後もこのような補修後の測定データの蓄積を試みると同時に可能であれば未補修部と補修部の

コアを採取してその内部状態の検証を実施したい。 

 

図-10 土木研究所参考式 

σck=6.3×10-18×Vｐ5.2 

図-9 測定波形図 

図-8 測定波形図 

Ｇｐ2-5-10 測定波形 

Ｇｐ2-11-3 測定波形 
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